
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  まとめと総合考察 

 本研究は，「ダイアログの時間」において，年間

カリキュラムを作成し，SEL-8S追加指導案・教材

を提案・実践することで，対話力の向上に効果が

あるかどうかを検証することを目的とした。研究

Ⅰでは，第３・４学年で試行した結果，「自己への

気づき」「対人関係」で社会的能力低群の児童の得

点が上昇し，「他者への気づき」では社会的能力中

群の児童の得点が上昇していた。また，対話力を

構成する３つの下位尺度も有意に上昇した。研究

Ⅱでは，全学年児童に実践し，協力校(統制群)と

比較すると，「自己への気づき」「生活上の問題防

止」で実践校の得点が有意に上昇していた。また,

対話力に対する児童自己評定・教師評定において，

下位尺度のほとんどの得点が，実践後有意に上昇

した。 

これらの結果から，カリキュラムを開発し，SEL-

8S追加指導案・教材を作成・実践していくことが，

多様な他者と円滑にコミュニケーションを図る態

度や能力である「対話力」の向上につながること

が示唆された。さらに，各授業後の児童・教師ア

ンケートにおけるスキルのポイントの推移や算数

科・英会話科での授業観察結果からも， SEL-8Sの

ポイントを理解し，教師が意識的にスキルのポイ

ントを学習に組み入れ，指導を積み重ねていくこ

とが必要であることが推察された。 

 最後に，本研究の課題を述べる。1 点目は，教

師の実践力・意識化の向上である。今回の研究で

は，児童の対話力向上に向け，SEL-8S追加指導案・

教材の有効性に対する教師の考え方の違いや，学

んだスキルを日常的・計画的に育てていこうとす

る意識に差が見られた。田中・小泉(2007)は，SEL

プログラムのスキルや態度の強化・般化を促すた

めのアプローチの一つとして，「教師が育てたい児

童の姿を明確に持つこと」を挙げている。全ての

教師の意識化・実践力向上には，職員研修におい

て意見交換の場の設定や授業交流も行いながら,

目指す児童像を共有する必要がある。 

 ２つ目は，学習者である児童の実践の動機づけ

である。スキル学習の良さは感じているが，自ら

日々の学習や生活に生かす状態には至っていない。

そこで，学んだスキルを活用し体得していくため

に，学習場面でスキルを用いた対話活動を行った

り，生活場面でスキルの活用を振り返ったりする

機会を設けて，実践への意識化を図ることが求め

られる。 

 本研究では「ダイアログの時間」年間カリキュ

ラムを作成することで，教育課程への位置づけの

基礎を培うことができた。今後も児童の対話力向

上のために，目指す児童の姿を見据えた横断的な

学習内容の組み立てについて，再検討・再構築を

していきたい。 
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本研究では，学級活動(1)に関する学級担任の実践的指導力向上を目指し，特別活動推進教師

に対してコンサルテーションを実施し，学級担任と児童への効果を検証した。コンサルテーシ

ョンでは，「アセスメントに関する援助」「学級担任の実践的指導力向上に向けた推進教師との

連携・相談」を行った。群と時期による２要因分散分析の結果，学級担任の実践的指導力の２

因子として設定した「自治性マネジメント」について交互作用に有意傾向(p<.09)があり，下位

検定の結果，時期による単純主効果に有意差(p<.01)が認められた。また，児童の自発的，自治

的な活動を行う力の４因子すべてで時期による単純主効果に有意差が認められた。特に，４因

子の中で「認知」への効果量が最も大きかった(d>.05)。このことから，特別活動推進教師への

コンサルテーションを実施することは，児童の自発的，自治的な活動を促進する学級担任の実

践的指導力を向上させることに効果的であることが示唆されたと考察した。 
 

キーワード：自発的，自治的な活動，実践的指導力，特別活動，学級活動(1)，コンサルテーション 

 

１ 研究主題についての説明 

(1) 主題設定の理由 

ア 社会の要請から 

令和元年３月以降の新型コロナウイルス感染拡

大は未だ予断を許さない状況にある。感染拡大防

止のために学校教育現場では，全国的な長期休校

措置や分散登校，三密回避，新しい生活様式に対

応した教育活動の実施など様々な対策が講じられ

てきた。そんな中，新型コロナウイルス感染拡大

後，初となる文部科学省(以下，文科省)の「児童

生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に

関する調査」が発表された。その結果から一部抜

粋し整理したものが表１である。 
表１ 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関す

る調査結果の概要(文科省,2021) 

諸課題 令和２年度 前年度 増減 

いじめ認知件数 517,163 件 612,496 件 15.6％減少 

暴力行為発生件数 66,201 件 78,787 件 16.0％減少 

不登校児童生徒数 196,127 人 181,272 人 8.2％増加 

自殺児童生徒数 415 人 317 人 30.0％増加 

 

 文科省は「いじめ」「暴力行為」が大幅に減少し

た要因として，令和 2年度は新型コロナウイルス

感染症の影響で，児童生徒の間の物理的距離が広

がったこと，日常の授業におけるグループ活動等

が制限され児童が直接対面してやり取りをする機

会やきっかけが減少したこと等を挙げている。し

かし，いじめや暴力行為が減少したとは言え，様々

な活動の制限は児童が得られるはずだった学びの

機会や経験が減少した可能性を含んでおり，必ず

しも肯定的に捉えることはできない。人と人との

距離が広がる中，不安や悩みを相談できない児童

がいる可能性があること，児童の不安や悩みが従

来とは異なる形で現れたり，一人で抱え込んだり

する可能性があることにも考慮し，引き続きいじ

めの早期発見，積極的な認知，早期対応に取り組

んでいくことが重要である。 

 一方，「不登校」「自殺」は大幅に増加し，共に

過去最多となった。不登校児童生徒数が８年連続

で増加，約 55％の不登校児童生徒が 90 日以上欠

席していること，児童生徒の自殺が後を絶たず大
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幅に増加していることは，憂慮すべき状況である。

不登校児童生徒増加の背景には，生活環境の変化

により生活リズムが乱れやすい状況や，学校生活

において様々な制限がある中で交友関係を築くこ

となど，登校する意欲が湧きにくい状況にあった

こと等が挙げられている。 

ここで，「学校生活における様々な制限」が指す

ものは何であろうか。その制限を受けた一つに，

特別活動に関する制限があるのではなかろうか。

例えば，運動会や修学旅行などの学校行事の中止

や規模の縮小，児童会活動やクラブ活動の時数カ

ット，学級活動の制限などがある。特に，特別活

動の中心的内容とされる学級活動(1)の特質であ

る「児童の自発的，自治的な活動」の実践に対す

る教師の消極的な姿勢が顕著に現れたと考える。 

中村・重松(2015)が「山積する教育問題の一つ

である生徒指導上の諸問題について，不登校とい

じめ問題を解決していくためには，新たな問題を

生まないこと，そのためには，児童生徒相互のよ

りよい人間関係が重要であり，「望ましい集団活動」

を特質とする特別活動の機能を発揮させることが，

発達促進的・開発志向のアプローチである」と指

摘するように，生徒指導上の諸課題の解決に寄与

する特別活動の機能が十分に発揮されていない現

状は，重大な問題であると言える。 

しかし，桑原(1999)が，学級活動の特質や意義

を踏まえた展開がなされている学校が少なく，特

に自発的，自治的な活動が削除されてしまう傾向

にあるとし，その根本的な問題として「多忙を理

由に特別活動の教育意義を理解していても実践し

ようとしない教師が多いのも現実である。特に，

自発的，自治的な活動や話合い活動に対する認識

が浅い」ことを指摘したように，特別活動の指導

の問題を抱える教師は以前から少なくなかった。

つまり，児童の自発的，自治的な活動に対して教

師が消極的な姿勢を示している問題は，20 年以上

前の桑原の指摘以前から存在しており，新型コロ

ナウイルスの感染拡大が影響で引き起こされたと

いうよりは，感染拡大によって拍車がかかったこ

とでより深刻化，顕在化した問題であるといえる。 

こうした児童の自発的，自治的な活動に対する

教師の実践意欲や熱意が乏しいこと，多忙を理由

に効果的な実践を行おうとしていないこと等の問

題を改善するため，山西(2015)は，学級活動(1)の

教育効果と実践的な指導法を伝達することの重要

性を指摘している。コロナ禍とは言え，児童が自

発的，自治的に活動できるように支援していく実

践的な指導力がこれまで以上に求められる。 

イ 在籍校と協力校における教師の状況から 

令和２年度５月に在籍校と協力校の若年教員か

らベテラン教員まで幅広い教職経験年数の教員を

対象に，学級活動(1)を指導する上での困り感や不

安を問うた記述式質問紙調査の結果(表２)からは，

教職経験年数に関係なく，多様な課題を抱えてい

ることが明らかになった。また，その内容は，例

えば学級会だけに偏ることなく，学級活動(1)の一

連の活動過程(事前の活動，計画委員会，学級会，

実践から振り返り)に沿って多岐にわたっている。 

表２ 記述式調査の主な回答（（ ）内の数は教職経験年数） 

質問 学級活動(1)を実践していく上で困っていること

や不安なことはありますか。 

活動過程 主な回答 

活動全般 ・知らないことばかりで不安(1) 

・何回実施すればいいのか(1) 

・具体的な実践例を知りたい(28) 

事前の活動 ・事前の活動の時間をどこで確保するか(32) 

・議題箱に入らない時にどうするか(12) 

・議題の見つけ方やその内容について(8)(31) 

・提案理由の内容(8) 

計画委員会 ・計画委員会や事前・事後活動の時間確保

(4)(6)(35) 

・司会スキルの育成について(27) 

学級会 ・児童の自由な発想を引き出す教師の言葉かけ

(1) 

・自分たちで話合いを進められるようになるまで

の教師の支援の在り方 (5)(27) 

・学級会中の教師の出番のポイント(2) 

実践から 

振り返り 

・振り返りの具体的実施方法について(16) 

・振り返りを実践に生かす具体的な方法(37) 

この結果は，中村(2016)の「若手教員のみなら

ず中堅教員も『学級会』の実践知を持たない実態

が捉えられた」とする指摘に合致するものである。

学級活動(1)に関する実践的指導力は教職経験年

数が増えれば自然と向上するものではない。 

また，脇田(2020)は福岡県内の学級活動(1)に関

する実践知を有する複数の現職教員に対して実施

したフィールド調査で「学級活動(1)に関する実践

的指導力をどのようにして身につけてきたか」と

いう質問に対して，「周囲の教員の影響」とする回

答が最も多かったことを明らかにしている。これ

は，周囲の教員から学級活動(1)の教育効果や実践

的な指導法の伝達が実践的指導力の向上に寄与す

ることを示唆したものである。 

しかし，実践知を持たない中堅以上の教員も少

なくなく，近年，若年教員が急増傾向にある現状

を鑑みれば，周囲の教員からの偶発的なはたらき

かけを待ち望むばかりでは，実践的指導力向上の

機会に恵まれない可能性も高く，周囲の教員から

実践知を習得できたり周囲の教員と互いに実践知

を高め合ったりできる仕組みを意図的に構築して

いくことが極めて重要であると考える。 
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ウ 在籍校における児童の現状から 

在籍校は福岡県重点課題研究校(2017〜2019年

度の３年間)として，特別活動を推進してきた。

研究の成果について，研究最終年度の全国学力・

学習状況調査児童質問紙の結果を分析すると，

「①学校に行くのは，楽しい」「②学級の友達と

の間で話し合う活動を通じて自分の考えを深めた

り広げたりすることができていると思う」の質問

に対し，「１.当てはまる」または「２.どちらか

と言えば，当てはまる」の肯定的回答をした児童

の割合の合計が，①100％②95.2 であり特別活動

推進の効果があったと考察した。しかし，2020

年度以降，①②の質問に対して肯定的回答をした

児童の割合が減少していた(図１)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ①②の質問に対して肯定的回答をした児童の割合 

 この背景には，2020 年度の全国的な新型コロナ

ウイルス感染拡大以来，教師だけでなく児童にも

不安感や閉塞感が高まったこと，在籍校の研究領

域が変更されたこと等の要因から特別活動が思う

ように推進できなくなったことが大きく影響した

と推察した。実際に不登校兆候など生徒指導上の

諸課題を抱える児童も年々増加してきている現状

にあり，課題の解決が喫緊の課題であると言える。 

以上のことから，Withコロナ時代にあっても児

童の学校適応を支える自発的，自治的な活動を促

進する学級担任の実践的指導力向上が必要である

と考え，本研究主題を設定した。 

(2) 主題の意味 

｢自発的，自治的な活動｣とは，「児童がよりよい

学級や学校の生活を築くために自ら問題を発見し，

集団としての意見をまとめるために話し合って合

意形成をはかり， 決まった事を友達と協力して自

治的に実践する活動」（脇田,2017）である。 
｢自発的，自治的な活動を促進する実践的指導力｣

とは，特別活動，特に学級活動(1)の実践ができる

力である。長谷川・太田・白松・久保田（2013）

が，「学級活動『学級や学校の生活づくり』の取り

組みを向上させることは，学級集団の人間関係向

上に向けた行動を増加させるとともに，間接的に

学級や学校生活への適応を促していた」と指摘す

るように，学級活動(1)に関する実践的指導力は児

童の学級や学校生活への適応促進にもつながる。 
副題の「特別活動推進教師」(以下，推進教師)と

は，桑野(2019)を参考に「学校適応を支える校内

の特別活動推進のコーディネーター的役割を担う

教師」とする。 
｢コンサルテーション｣とは，「異なる専門性や役

割をもつ者同士が児童の問題状況について話し合

うプロセスのこと」(石隈,1999)である。 
(3) 研究の目的 

本研究は，推進教師へのコンサルテーションを

通して，児童の自発的，自治的な活動を促進する

学級担任の実践的指導力向上を目的とする。 

(4) 研究の方法 

段階的な研究ⅠとⅡを設定する。研究１では，

「学級担任が推進教師に求める援助」の明確化を

目指し，報告者が推進教師の補佐的立場からコン

サルタントを担い，学級担任に対してコンサルテ

ーションを実施する。研究Ⅱでは，「児童の教育活

動に直接的に関わる学級担任」の実践的指導力向

上を目指し，「教職大学院で特別活動の理論と実践

について学びを深めた報告者」が「推進教師」に

対してコンサルテーションを実施し，研究Ⅰで明

確にした効果的な援助を提供する。 また，最終的

には報告者がコンサルテーションに加わらなくと

も，推進教師がコンサルタントを担えるよう推進

教師の力量形成を支援していく。(表３) 

表３ コンサルテーションの関係性 

 研究Ⅰ 研究Ⅱ 研究後 

コンサルタント 報告者 報告者 推進教師 

コンサルティ 学級担任 A 推進教師 全学級担任 

クライアント 
A が担任 

する児童 

全学級担任 

全校児童 
全校児童 

 

２ 研究Ⅰ 

(1) 目的 

推進教師が学級担任に対して提供する効果的な

援助を報告者が実践的に検証すること。 

(2) 研究方法 

研究期間 2020 年５月〜2021 年２月 

研究対象 

実践群：第５学年 A組児童 23 名及び学級担任 A 

統制群：第５学年 B組児童 21名及び学級担任 B 

学校に行くのは、楽しい

学級の友達との間で話し合う

活動を通じて自分の考えを

深めたり広げたりすることが

できていると思う

100
97.3

93.5

84.3
85.7

81.8

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

2019 2020 2021

在籍校 県(2020は市)

95.2 94.6 93.4

71.4
73.7

76.5

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

2019 2020 2021

在籍校 県(2020は市)

％ ％
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実践群：在籍校の児童(全校児童 200名程度)と

学級担任９名(教職経験１〜32 年目) 

統制群：協力校(近隣公立小学校，全校児童 200

名程度)の学級担任６名(教職経験２〜

35年目) 

研究Ⅱの仮説 

研究Ⅰの結果と考察に基づき，研究Ⅱでは以下

の仮説を立てて，推進教師へのコンサルテーショ

ンを実施した。 

推進教師に対して，次の視点からコンサルテ

ーションを行えば，学級担任の実践的指導力を

向上させることができ，児童の自発的，自治的

な活動も促進されるだろう。 

視点１ アセスメントに関する援助 

① 学級担任の実践的指導力に関する実態把握 

② 児童の自発的，自治的な活動を行う力に関

する実態把握 

視点２ 学級担任の実践的指導力向上に向けた

推進教師との連携・相談 

① 学級活動(1)の指導法に関する教師用学習

支援ツールの開発と提供 

② 校内研修実施に向けた助言と資料の提供 

測定尺度 

児童の自発的，自治的な活動を行う力の測定尺

度には，研究Ⅰと同様に「小学校生活に関する調

査」を活用した。 

学級担任の実践的指導力の測定尺度として，研

究Ⅰで活用した「学級会セルフチェックシート」

は以下のように探索的因子分析を行い，質問項目

を精査した上で活用した。 

学級会セルフチェックシート(本研究における実

践的指導力)の因子分析 

｢学級会セルフチェックシート」20 項目のうち，

児童の活動を客観的に評価する４項目を除外した

16 項目について，探索的因子分析(最尤法，プロ

マックス回転)を行った。因子数は，固有値の減衰

パターン(9.908,1.625,0.760,･･･)，および因子の

解釈の可能性を考慮して２因子とした。しかし，

１項目については，２因子両方に負荷が認められ

た(.376と.411)ため除外し，再度，因子分析を行

った。回転後の因子パターンを表５に示した。第

１因子は「児童の自発性を促す教師の支援」に関

わる項目で負荷量が高く見られたため，「自発性促

進」(Chronbachα=.944)因子と名づけた。第２因

子は「児童が自治的に活動できるようにするため

の環境を整備する教師の支援」に関わる項目で負

荷量が高く見られたため，「自治性マネジメント」

(Chronbachα=.931)因子と名づけた。いずれも内

的整合性指標であるα係数は十分な信頼性が確認

された。因子間相関は，.702 であった。 

表５ 実践的指導力に関する質問項目の因子分析(N=86) 

項目 Ⅰ Ⅱ 

振り返りをその後の実践に活かすことができ

るような支援を実践できる 

.960 -.181 

 

集団活動の段階に合った指導を実践できる .867 -.027 

学級会において子供たちが自分たちで合意形

成できるようにするための支援を実践できる 

.866 -.018 

視点を明確にした振り返り活動を実践できる .863 -.109 

子供たちの自主的活動を促進できるような工

夫ができる 

.716 .184 

子供の問題意識を高めるための支援を実践で

きる 

.712 .156 

学級会での教師の助言のタイミングやその内

容を理解し実践できる 

.686 .201 

学級会の終末場面の「先生の話」の内容を理

解し実践できる 

.506 .388 

計画委員会の仕事内容を理解している -.179 1.019 

計画委員会への指導ができる -.026 .925 

輪番制の計画委員会を組織できる -.154 .874 

学級会グッズやノート，教室掲示など学級会

に必要なものを準備できる 

.109 .741 

学級会の「議題」について，その集め方や選

定の仕方を理解して実践できる 

.278 .652 

学級会について子供たちに説明できる(学級

会オリエンテーションを実践できる) 

.254 .609 

計画委員会が活動する時間を確保できる .245 .479 

因子寄与率(％) 34.5 30.1 

 以上，探索的因子分析の結果から 15 項目２因

子が抽出され，因子寄与率は 64.6％となった。抽

出された「自発性促進」「自治性マネジメント」の

２因子から学級担任の学級活動(1)に関する実践

的指導力を測定することとした。 

(3) 研究Ⅱの実際 

視点１ アセスメントに関する援助 

① 学級担任の実践的指導力の把握 

 援助実施前の実践的指導力２因子について学級

担任９名の平均値を算出すると，「自発性促進

2.86」「自治性マネジメント 2.96」だった。また，

学級活動(1)の活動過程毎に学級担任の平均値を

整理すると表６だった。 

表６ 実践的指導力の活動過程別平均値(MAX=4,MIN=1)と総計 
担任

id 
学年 

経験 

年数 

A 事前の 

活動 

B 計画 

委員会 
C 学級会 

D 実践〜 

振り返り 

総計 

A+B+C+D 

ア＊ 6 13 3.75 4.00 4.00 4.00 15.75 

イ 6 5 4.00 4.00 4.00 3.66 15.66 

ウ 4 21 3.75 3.75 3.25 3.00 13.75 

エ＊ 3 32 3.00 3.50 3.25 3.66 13.41 

オ 5 2 3.25 3.50 2.75 2.66 12.16 

カ 2 11 2.75 3.00 3.00 3.00 11.75 

キ＊ 3 1 2.25 2.75 2.25 3.00 10.25 

ク 1 1 2.25 1.00 2.25 2.33 7.83 

ケ 1 32 1.25 1.00 1.00 1.00 4.25 

担任 id：学級担任の総計を高い順に並べ，id を「ア〜ケ」とした (＊は抽出する学級担任) 

 以上の結果を推進教師に提供し，報告者と推進

教師が連携・相談し合い，各学級担任のニーズ(最

も平均値が低い活動過程：表６の塗りつぶしセル)

に合った支援を実施する援助方針を決定した。 
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表９ 抽出学級担任の実践的指導力の変容 (( )は経験年数) 

 担任ア(13) 担任エ(32) 担任キ(1) 

前 後 前 後 前 後 

自発性促進 3.87 4.12 3.37 3.50 3.37 3.12 

自治性マネジメント 4.00 4.42 3.28 4.00 2.42 3.85 

(MAX=5,MIN=1) 

エ 抽出学級児童に対する質問紙調査から 

抽出学級児童を対象とし，自発的，自治的な活

動を行う力４因子について，学級担任の経験年数

に差(ベテラン・中堅・若年)がある３つの群と２

つの時期(援助前・後)による２要因分散分析を行

った結果，４因子ともに交互作用は認められなか

ったが，下位検定の結果，４因子ともにコンサル

テーション実施前後の単純主効果が有意であり，

効果量 dは「認知」の値が最も大きかった(表 10)。 
表 10 コンサルテーション実施前後の単純主効果 

 df1 df2 F 値 p 値 効果量 d 

参加様態 １ 52 5.66 .021* .234 

適応感 １ 52 10.42 .002** .446 

向上行動 １ 52 7.49 .008** .371 

認知 １ 52 17.82 .000** .531 

（df：自由度，効果量 d：効果の程度を表す指標，* p<.05   ** p<.01） 

 さらに，学級別に４因子の変容を分析すると，

全 12 項目(４因子×３学級)中，７項目で有意差

が認められた(図６)。 

 
図６ 児童の自発的，自治的な活動を行う力の変容 

オ 研究Ⅱの考察 

 以上，研究Ⅱの結果から，「自治性マネジメント」

(計画委員会の組織など児童が自治的に活動でき

る環境を整備する力)が向上したことは，推進教師

に実施したコンサルテーションの効果を示唆する

ものだと考えた。特に，抽出学級担任３名の中で

経験年数および元来の実践知が最も低い学級担任

キの「自治性マネジメント」への正の影響が最も

大きく，コンサルテーションの効果がうかがえる。

一方，「自発性促進」(活動への意欲や問題意識を

高めるなど児童の自発性を促進する力)を向上さ

せるには至らなかった。自発性の促進には，問い

かけたり助言したりするなど児童への直接的なは

たらきかけが必須なため，環境の整備に比べ，指

導力向上が困難だったと推察した。 

また，児童の自発的，自治的な活動を行う力は，

４因子ともにコンサルテーション実施前後の単純

主効果に有意差が認められたことから，学級担任

の経験年数の差に関係なくコンサルテーションの

効果があったと考察した。さらに，効果量 dの比

較から，コンサルテーションが，特に，児童の「生

活上の諸問題に対して，自分たちで役割を分担し

て取り組めば学級生活を向上できる」という認知

を高めることに効果的だったと考えた。一方，「参

加様態」「向上行動」への効果は小さく，児童の具

体的な言動として表出することには課題が残った。 

 

４ 総合考察 

 

 本研究で実施した推進教師へのコンサルテーシ

ョンは，児童の自発的，自治的な活動を促進する

学級担任の実践的指導力向上に対して一定の効果

があったが，児童に直接的にはたらきかける力の

向上には課題が残った。このことは，実践的指導

力は，指導方法を知識として獲得できたとしても，

実践の中で経験を積み上げていくことが極めて重

要であることを示唆するものであると考えた。特

別活動の方法原理「なすことによって学ぶ」は，

教師自身にも当てはまることを示している。 
 また，長谷川ら(2013)は，学級担任のはたらき

かけは向上行動に対して正の影響があり，さらに

向上行動は学級・学校適応に対して正の影響があ

ったと指摘している。つまり，児童に直接的には

たらきかける力の向上は，児童の適応感の向上に

もつながると考えられる。つまり，新型コロナウ

イルス感染拡大は未だ予断を許さぬ状況にあるが，

学級担任は児童の学校適応にもつながる自発的，

自治的な活動の意義を重く受け止め，積極的に学

級活動(1)の実践をしていかなければならない。ま

た，本研究のように学級担任の実践を陰から支え

る特別活動推進教師の活躍にも期待したい。 
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